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【要約】 

本稿の目的は脅威の認識という概念を権力とアイデンティティ共

有（shared identity）という二つのアプローチから検討し、分析枠組

みは「脅威認識の二層構造」と名付ける。この「脅威認識の二層構

造」を使って 1952 年（日米安全保障条約の締結）から 1996 年（日

米同盟の再定義）まで米国の対日本安全保障政策での脅威認識、及

び米国社会における対日イメージを対照して考察する。本稿は四つ

の部分から構成される。第一節では、分析枠組みの「脅威認識の二

層構造」を紹介する。第二節では、戦後米国の対日安全保障政策を

考察する。また各時期における米国の政策決定者の国際環境や日本

に対する脅威認識について検討する。第三節では、米国における対

日イメージを振り返る。米国社会では日本とアイデンティティを共

有するかどうかを検討する。第四節では、米国内社会の対日観や脅

威認識、政策決定者の脅威認識の相互関係を考察する。  

キーワード：日米同盟、米国の対日イメージ、パーセプション、「瓶

の蓋」論、米国の対日政策  



 

－126－ 

問題と研究 第 46 巻 1 号 

 

一 はじめに 

冷戦の産物である日米安保体制は冷戦後に国際システム構造が転

換しても存続し、しかも 1996 年の日米同盟再定義によって価値観が

一致している同盟として強化された。その後、小泉政権期は米国の

反テロ戦争に全面的に支持することを宣言し、日米両国はミサイル

防衛システムや軍事技術における共同研究や共同訓練で一層協力を

進めた。また、米軍再編により日米同盟は米国の東アジア戦略でよ

り重要な位置づけとなった。更に 2012 年 1 月、オバマ大統領は「国

防戦略指針（Defense Strategic Guidance）」を発表し、「米国のアジア

太平洋地域に対するリバランスの必要性」を宣言したほか1、2012 年

6 月にはパネッタ長官がシャングリラ会議において、「現在の太平

洋・大西洋における海軍艦船の配備を 50 対 50 の比率から 60 対 40

に転換し、その戦力態勢を整える」2と述べた。この戦略転換に基づ

いて、米国は日本との関係を強化することが予想できた。しかしな

がら、日米同盟の今までの軌跡を回顧すると、米国は日米同盟に対

し必ずしも肯定的な態度を取るとは限らない。第二次世界大戦後、

戦時中の敵同士が日米安全保障体制を締結し、同盟関係を構築した。

一方、90 年代に発生した日米経済摩擦により米国内の対日イメージ

が悪化し、日米同盟が「漂流する」時期もあった。このような中で

の、米国の対日イメージとはいったいどのようなものだったのだろ

うか。また、日米同盟や日本に対する認識はどうであったのだろう

                                                 
1 “Sustaining US Global Leadership: Priorities for 21st Century Defense,” Department of 

Defense, January 2012, p. 2. 
2 Secretary of Defense Leon Panetta, “Shangri-La Security Dialogue.” Speech at the 

Shangri-La Hotel in Singapore, June 2, 2012, http://www.defense.gov/speeches/speech.aspx? 

speechid_/1681. 
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か。  

国際関係論における脅威認識（ threat perception）の研究では、二

つの学説が主流となっている。一つは安全保障面での相対的権力

（relative power）及び意図で判断される脅威認識である。これは、

政策決定者の個人的な脅威認識にも関わる。もう一つは知識人や大

衆を含む国内社会におけるものである。他国に対するイメージとし

て、価値観や信念、目的などを共有していると認識することで親近

感が生じる。すなわち、他国ではあるが自国に類似する部分がある

ことで、ある程度のアイデンティティを共有することができる。ア

イデンティティ共有のアプローチは、文化・経済・政治・歴史など

多数の側面を含むため、より複雑である。これまで脅威認識につい

ては、二つのアプローチに分けて研究するものが多いが、一つの国

に対する脅威認識はこの両方が含まれているではないかと筆者は考

える。そのため、本稿の目的は脅威認識という概念を権力とアイデ

ンティティ共有（shared identity）という二つのアプローチから検討

することにある。また、この分析枠組みを「脅威認識の二層構造」

と名付け、これを用いて、1952 年（日米安全保障条約の締結）から

1996 年（日米同盟の再定義）までの、米国の対日本安全保障政策で

の脅威認識及び米国社会における対日イメージを対照して考察する。 

本稿は 5 節から構成されている。第 1 節では、分析枠組みとして

「脅威認識の二層構造」を紹介する。第 2 節では、日米安全保障体

制の成立、冷戦期、ポスト冷戦期という 3 つの時期に分けて、戦後

米国の対日安全保障政策を検証する。加えて各時期の「瓶の蓋」論

の存在を考察する。第 3 節では、5 つの時期に分けて、米国における

の対日イメージを振り返る。第 4 節では、政策決定者の対日脅威認

識及び米国社会における対日イメージを対照として両者の相互関係

を分析する。結びに、対日イメージが悪化した 1980 年代から 1990
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年代初期までの、米国による対日安全保障政策の影響を検討する。  

二 分析枠組み 

パーセプションの定義は、ある物事や事件を「感覚で理解し認知

しそして分析するプロセス」であり、また「理解、学習、熟知の根

拠及び行動の動機」でもある3。心理学においてはまず個人のパーセ

プションを分析するが、国際関係論への応用では、国や社会全体が

共通して持つ理解及びコミュニケーションによってパーセプション

を共有できるとされている。現実主義者は脅威が能力と意図の結び

つきであると指摘するが、他国の意図に対する判断はパーセプショ

ンによって構築されている。つまり、友好国や敵対国を判断する根

拠は、他国のこれまでの行動及びその動機を認知してきたデータに

ある。総じてどの国においても、世界や他国に対する認識は現実と

は異なっているが、パーセプションの研究によって各々の国がどの

ように異なる認識を持つのかが理解できるようになる4。  

すでに述べたように、脅威の認識における研究では、二つの学説

が主流となっている。一つ目のパワーのアプローチは、パワーが不

均衡である場合、各国が自動的に相手国を脅威として認識し、国と

国との間に衝突が起きると主張するものである。例えば、パワーが

弱い国は、攻撃される恐れがあるため自分より強い相手を脅威とし

て認識する。パワーが強い国も、いつか超えられる可能性があると

恐れ、常に台頭する国（rising power）を脅威として認識する。もう

                                                 
3 Janice Gross Stein, “Threat Perception In International Relations,” Leonie Huddy, David O. 

Sears, and Jack S. Levy, The Oxford Handbook of Political Psychology, 2nd ed, (Oxford: 

Oxford University Press, 2013), p. 365.  
4 Robert Jervis, Perception and Misperception in International Politics, (Princeton NJ: 

Princeton University Press, 1976), p. 3. 
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一つのアイデンティティ共有のアプローチは、アイデンティティを

共有することによって脅威として認識する可能性を低減すると主張

するものである5。他国と自国は似ているというアイデンティティを

持つ、すなわちアイデンティティを共有していると認識すると、他

国に対する親近感は強くなる。つまり、アイデンティティを共有す

るレベルが高ければ、脅威として認識される可能性は低くなる。  

政策決定者は他国（他者）の意図を判断するとき、すなわち脅威

かどうかを認識するとき、二つの側面から判断する。一つは経済学

において人間は皆経済人であるという仮説に基づき、国際環境の枠

組みにおける他国の能力や意図を理性的に分析し、他国は脅威かど

うかを認識する。もう一つは社会学において人間は皆社会人である

という仮説に基づき、自国と他国との接触した歴史経験や国内社会

の他国に対する脅威認識に影響され、他国に対する政策も制限され

る6。それゆえ、二つの側面を両方検証するのは、より一層政策決定

者の脅威認識を理解できるであろう。  

  政策決定者の決定判断は、単なる理性的分析によるものと見えて

も、実際には個人的信念システムに基づく主観的考えや自国の歴

史・文化的経験に左右される。この分析では、なぜ一つの社会はあ

る種の脅威を注目する一方、他の脅威をそれほど注目しないのかと

いうことを説明する。例えば Twomey は、軍事ドクトリンはいかに

                                                 
5 この二つの学説に関して David L. Rousseau and Garcia-Retamero, “Identity, Power, and 

Threat Perception: A Cross-National Experimental Study,” Journal of Conflict Resolution, 

Vol. 51 No. 5 (October 2007), pp. 744~771 を参照。 
6 Henning Boekle, Volker Rittberger, Wolfgang Wagner, “Norms and Foreign Policy: 

Constructivist Foreign Policy Theory,” Center for International Relations ,Peace and Conflict 

Studies, Institute for Political Science, University of Tubingen, Tubingen Working Paper No 

34a, (1999), https://www.uni-tuebingen.de/ifp/taps/tap34a.htm, p. 4. 



 

－130－ 

問題と研究 第 46 巻 1 号 

 

軍事的脅威の認識を形成するのかを検証した。これにより米中の軍

事的バランスを評価している7。  

本稿では、脅威の認識という概念を権力とアイデンティティ共有

という 2 つのアプローチから検討する。なお、この分析枠組みを本

稿では「脅威認識の二層構造」と名付ける。  

脅威認識の二層構造のうち第一層では、政策決定者の脅威認識は

相対的権力に基づくものであると予想する。日米同盟は、日米安保

条約締結時に、すでに日本の軍事力を封印する側面を持っていた。

つまり、日本は脅威になる恐れがあると認識され、軍事力を発展さ

せないという論理である。しかし、同盟の存続だけでは、米国が日

本を脅威として見ているかどうか判断しかねるため、米国の同盟に

対する政策内容のほか、国際システムや政策決定者の日本に対する

脅威認識を考察しなければならない。本稿では、「瓶の蓋」論と日本

の防衛政策強化に対する要求を検証基準とする。前者の「瓶の蓋」

論とは、日本の軍事大国化を封じ込めるために在日米軍を駐留させ

ておくべきだという論議である。これを放っておけば、日本が脅威

になる可能性があると予想する上で、日米同盟を存続すべきだとい

う論説である。後者に関しては、脅威を判断する基準（measure）と

して、「他国の防衛支出が増える時、我が国の安全を弱らせる」「他

国が弱ければ、世界はもっと安全なところになる」といった先行研

究が挙げられる8。これらの基準によると、米国が日本の防衛力強化

                                                 
7 Christopher P. Twomey, The Military Lens: Doctrinal Differences, Misperception, and 

Deterrence Failure (Monterey CA: Naval Postgraduate School, 2008), pp. 1-48. 
8 Peter Hays Gries, Qingmin Zhang, Yasuki Masui

 
and Yong Wook Lee, “Historical beliefs and 

the perception of threat in Northeast Asia: colonialism, the tributary system, and China- 

Japan-Korea relations in the twenty-first century,” International Relations of the Asia-Pacific, 

Vol. 9, No. 2 (May 2009), p. 250. 
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を歓迎する時、日本を脅威として認識していないことになる。  

二層構造の第二層では当時の米国国内社会の対日観を考察する。

政策決定者の脅威認識は国内社会の対日観や脅威に対する定義に関

係していると仮定している。政策決定は政策決定者の個人的意志だ

けでなく、そもそも個人的意思はその社会の共同意志や共通規範に

より形成されたものでもある。特に外交政策決定者は、常に二つの

社会システムに直面する。一つは国際システムあるいは国際社会で

あり、この国際環境に他国との接触により国際社会のルールや生存

法則を学ぶ。もう一つは国内社会であり、社会の歴史経験や文化に

基づく社会習俗や規範（Norms）によって本人に内面化されたもので

ある。この二つの社会化は定着したものでなく、常に社会システム

の変化によって、変化しつつある。政策決定者もその社会化プロセ

スによって脅威を判断する基準を変えたり、他国に対する認識を修

正する。つまり、他者に対する認識の変化は当時の国際や国内環境

を反映している。  

では、国内社会はいかに政策決定者に影響をあたえるのか。いく

つのプロセスがある。第一に、政策決定者は社会で成長して教育を

受ける政治社会化プロセスによって全国民と一致化された9。第二に、

政治決定者は主に選挙を経験した政治家であり、国内社会の世論に

敏感である。第三に、政策決定者は国内社会の期望を裏切る場合は

外交での自国代表という資格を失うことを危惧する10。しかし、政策

を遂行するため、世論を導く可能性も否定できない。例えば、McGraw

は公衆の政治家に対するイメージや印象について研究し、政治家は

                                                 
9 政治社会化に関して Lucian W. Pye, “Political Modernization and Research on the Process 

of Political Socialization,” Items, Vol. 13, No. 3 (September 1959), pp. 25-8.を参照。 
10 Henning Boekle, Volker Rittberger, Wolfgang Wagner, “Norms and Foreign Policy: 

Constructivist Foreign Policy Theory,” p. 10. 
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表に出すニュースや自らの行動をコントロールすることによって、

自身の公衆イメージを形成し左右できる11。としている。  

本稿では、米国が日本とアイデンティティを共有するとみなした

場合、対日イメージは肯定的となり、日本を脅威として認識しない

と仮定する。対日イメージがどのように構築され、普及し、崩壊し

て、変化したのか、また米国国内社会がどうやって日本を単なる他

者（Other）から脅威として認識するようになったのかという過程を

考察する。先行研究からメディア報道、流行文化の扱い方まで、幅

広い要素が他者に対するイメージの変化に影響をもたらす。ゆえに、

国内社会のパーセプションは特に観察しにくい研究目標である。し

かしながら、米国内の対日観は、政策決定者が政策を作る際の根拠

であり、制限する要素でもあるため無視することはできない。本稿

では、学術研究やメディアにおける評論を中心に、80 年代以降の世

論調査のデータも含めて考察する。そのうえ、脅威認識を考察する

とき、当時国内社会が認識した脅威とは何かも考慮すべきであろう。 

三 米国の対日安全保障政策 

１ 第 1 期：敵国から同盟へ（1945 年～1952 年）  

1945 年 8 月 28 日、米軍が日本に進駐し、ダグラス・マッカーサー

（Douglas MacArthur）が連合国軍最高司令官（SCAP）に着任した。

この時から 51年 9月のサンフランシスコ講和条約締結までの 7年間、

                                                 
11 Kathleen M. McGraw, “Political impressions: formation and management”, L.Huddy, and R. 

Jervis, Oxford Handbook of Political Psychology, (New York: Oxford University Press, 

2003). p. 430. 

 Kathleen M. McGraw, “Why and How Psychology Matters,” Robert E. Goodin and Charles 

Tilly, The Oxford Handbook of Contextual Political Analysis, (Oxford University Press, 

2006), p. 131-157. 
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日本は米国により間接統治された。占領初期（1945~1949 年）の対

日戦略は、日本を民主国として再生させ、非武装中立化の日本を作

り上げるというものであった12。そのため、戦争の放棄を掲げた憲法

第 9 条を含める新憲法制定が早急に行われた。  

しかし、冷戦が本格化したことに加え、中華人民共和国の誕生及

び朝鮮戦争勃発等を境に、米国は対日政策を転換する方針を明確化

させた。日本が反共産主義勢力に加勢することのないよう、日本の

再軍備化と経済復興という13方針へ転換した。  

細谷雄一の研究によると、米国は当時、二国間軍事同盟という概

念は帝国主義的な側面を想起させるため抵抗があった。米国はより

普遍的な集団防衛体制を好み、太平洋沿岸諸国を包括する「太平洋

協定」構想を提出した。だが、オーストラリア政府やニュージーラ

ンド政府は日本を最大の脅威と考えていたため、日本を含めた「太

平洋協定」に反対し、米国は放棄せざるを得なかった14。結果的に日

本と安全保障条約を結ぶという選択肢を選んだ。  

米側にとって日米安全保障条約交渉の成否を左右する最大の課題

は、日本の再軍備要求を大前提に日本の講和独立後も占領期と同様、

米軍による「全土基地化」、「自由使用」の権利を獲得できるか否か

                                                 
12 初期の対日方針は、トルーマン大統領（Harry S. Truman）からマッカーサー最高司令

官へ送付された「降伏後における米国の初期対日方針」（1945 年 9 月 6 日）と統合参

謀本部からマッカーサーへ送付された「連合国最高司令官に対する日本占領および

管理のための初期の基本方針」（1945 年 11 月 3 日）が示すように、日本を弱体化、

非軍事化、民主化して平和国家にしようとするものであった。 
13 リチャード・L・アーミテージ、ジョセフ・S・ナイ Jr、春原剛『日米同盟 vs.中国・

北朝鮮』(文春新書、2010 年 12 月 15 日)、161~165 ページ。 
14 細谷雄一「イギリス外交と日米同盟の起源、1948~50 年ー戦後アジア太平洋の安全保

障枠組みの形成過程ー」日本国際政治学会『国際政治』第 117 号（1998 年 3 月）、201

ページ。 
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にあった。結果的に、ダレスの最大の獲得目標であった「望むだけ

の軍隊を望む場所に望む期間だけ駐留させる権利」を文字どおり米

側に保障した条約となったのである15。  

1951 年 9 月 8 日、日本はサンフランシスコにおいて 48 ヵ国との間

で「日本国との平和条約」16に調印した。同日に「日米安全保障条約」

17も調印された。トルーマン大統領は 1952 年 4 月 15 日両条約の批准

書に署名した。この両条約により日本は米国の同盟国として国際社

会に復帰できた。  

以上述べたように、日米安全保障条約はやむを得ない状況で締結

したものであった。この時期の日米同盟は互いに全く信頼の基礎が

なく、1950 年春以降の対日講和問題を担当したジョン・フォスター・

ダレスが述べるように、西欧諸国とアメリカの間にあるような「兄

弟愛」を日米間には見出すことはできない18。米国は極東基地を必要

としていたのに対して、日本は早く占領から独立するため米軍の防

衛力を必要とした。すなわち単なる利益交換の同盟であった。当時

の対日観も敵や脅威から転換されないままで、対日政策を議論する

時には「日本の防衛」と同時に「日本に対する防衛（Defense against 

Japan）」が提起された19。その例として、1950 年 4 月ダレスは「日本

                                                 
15 豊下楢彦『安保条約の成立―吉田外交と天皇外交』（岩波書店、1996 年）を参照。 
16 「サンフランシスコ平和条約（日本国との平和条約）（1951 年 9 月 8 日）」、『データ

ベース「世界と日本」、東京大学東洋文化研究所 田中明彦研究室』、http://www.ioc.u- 

tokyo.ac.jp/~worldjpn/documents/texts/docs/19510908.T1J.html。 
17 「日米安全保障条約（旧）（日本国とアメリカ合衆国との間の安全保障条約）（1951

年 9 月 8 日作成、1952 年 4 月 28 日発効）」、『データベース「世界と日本」、東京大学

東洋文化研究所 田中明彦研究室』、http://www.ioc.u-tokyo.ac.jp/~worldjpn/documents/ 

texts/docs/19510908.T2J.html。 
18 細谷雄一、前掲論文、200 ページ。 
19 同上、200 ページ。 
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の防衛」よりも「日本に対する防衛」を強調した。その意味で、米

国は当初から日米安保体制を「瓶の蓋」として、日本の軍事大国化

を封じ込む構想を含めていた。  

 

２ 第 2 期：安保条約の改正（1952 年～60 年代）  

1953 年 1 月にドワイト・D・アイゼンハワー（Dwight D. Eisenhowert）

が大統領に就任し、ダレスは国務長官に任命された。ダレスはトル

ーマン政権の「封じ込め政策」がまだ不足であると判断し、「巻き返

し戦略」を提唱した。さらに 1954 年 1 月に「大量報復戦略」を提案

した。その戦略は、地上兵力は同盟国に任せ、米国はいつでも大量

報復を可能にする、圧倒的に優位な核兵器によって戦争を抑止する

というものである。全面攻勢政策を打ち出したダレスは、対ソ包囲

を目的にアジア諸国と次々に相互防衛条約を締結した20。ダレスの戦

略構想は、地上兵力について同盟諸国が責任を負担するとしていた

ため、日本に対しても再軍備を催促した。これに対し日本側は急速

な防衛力増強に反対した。結果的に日本は 1953 年 3 月に署名した「日

米相互防衛協定」21に基づき米国政府から援助を受け入れ、防衛力漸

増の方針を採った。また、同協定により保安隊から現在の自衛隊へ

と改編された22。  

                                                 
20 米韓・米比・米台相互防衛条約の他に、バクダッド条約機構、東南アジア条約機構

を締結した。 
21 「MSA 協定（日本国とアメリカ合衆国との間の相互防衛援助協定）（1954 年 3 月 8

日）」、『データベース「世界と日本」東京大学東洋文化研究所 田中明彦研究室』、

http://www.ioc.u-tokyo.ac.jp/~worldjpn/documents/texts/JPUS/19540308.T1J.html。 
22 朝鮮戦争時、在日米軍が朝鮮へ派遣されたため 1950 年米国の指示により警察予備隊

が設置された。その後、日米安全保障条約により 1952 年 10 月に警察予備隊は保安

隊に改編、そして 1954 年 6 月 9 日、防衛庁設置法と自衛隊法により同年 7 月 1 日に

自衛隊に改編された。田中明彦『安全保障―戦後 50 年の模索』（読売新聞社、1997
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1957 年 2 月に首相に就任した岸信介は、間もなく本格的に安保条

約の改定へ動き出した。岸政権の最大の目標は日米安保条約の改定

であり、従来の条約の不平等性を解消し、対等の関係に転換させよ

うとした。これに対して米国も改定の意向を示した。ダグラス・マ

ッカーサー2 世（Douglas MacArthur II）米国駐日大使は、日本国民

の対米批判が強まって日本が共産化するのを避けるためにも、日米

安保条約は改定すべきだと警告した。また、米国の対アジア戦略に

おいて日本は不可欠であったため、トルーマン政権後期及びアイゼ

ンハワー政権においても一貫して日本をアジア戦略の中心に置いた。

そのため、対日政策における基調は「日本の安全はアメリカの極東

政策において死活的に重要」であるとして、「日本政府及び日本国民

をアメリカ及び自由世界との緊密な関係に引き寄せること」とした23。 

こうして、1958 年 10 月 4 日に第一回日米安保改定交渉が開催され、

改定交渉が開始。15 ヶ月の交渉を経て 1960 年 1 月 19 日にワシント

ンで新安保条約が調印された。旧安保条約が双務性を欠く単なる駐

軍協定であったのに対して、新しい条約では、第 5 条に日本国の施

政下にある領域が武力攻撃を受けたときに日米両国が共同で対処行

動をとると明記された24。さらに、新条約の効力期を 10 年とし、施

設及び区域の使用並びに日本国における合衆国軍隊の地位も行政協

定や他の法律により規律されると明記された。簡単にいえば、新条

                                                                                                         
年）、100-160 ページを参照。 

23 植村秀樹「安保改定と日本の防衛政策」日本国際政治学会『国際政治』第 115 号（1997

年 5 月）、28~29 ページ。 
24 「日米安全保障条約（新）（日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障

条約）（1960 年 1 月 19 日）」、『データベース「世界と日本」東京大学東洋文化研究所 

田中明彦研究室』、http://www.ioc.u-tokyo.ac.jp/~worldjpn/documents/texts/docs/19600119. 

T1J.html。 
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約はより対等なものとなった。しかし新条約もまた、「相互防衛条

約」とはならなかった。なぜなら、日本の法律制限および政治制限

を受け、平和憲法である第九条の集団的自衛権を禁ずるという政府

解釈により、海外に自衛隊を派遣し軍事行動をとることは無理だと

判断されたためである。米国防省にとって最も重要なのは在日米軍

基地を継続的に使用することであるゆえ、安保改定は新たな同盟関

係に入ることではなく、あくまで既得権益を保持することであった。

そのため、米国防省も安保条約改定を受け入れた25。しかしながら、

対等性について、防衛力増強や海外派兵は困難である立場を示した

日本に対して、新条約の第 2 条では「締約国は、その国際経済政策

における食い違いを除くことに努め、また、両国の間の経済的協力

を促進する」26と明記されている。つまり、軍事面では協力できない

日本のために経済条項を設置したというわけである。  

1961 年 1 月にジョン・F・ケネディ（John F. Kennedy）が大統領に

就任した。日本国内の安保闘争27を目の当たりにし、米国内では日本

の行方に対する調査及び分析が行われた。日本は共産化するか中立

となるかが懸念され、さらに日本を自由陣営に残すため米国が取る

                                                 
25 植村秀樹「安保改定と日本の防衛政策」日本国際政治学会『国際政治』第 115 号（1997

年 5 月）、31 ページ。 
26 前掲「日米安全保障条約（新）」。 
27 日米安保法制改定交渉の過程に日本国内に改定を阻止する反対運動が組織された。

1960 年 1 月、国会で与党と社会党の論戦が続いていた際、国会外では労働組合の集

会や請願デモが連日行われた。5 月 19 日に警官隊が衆議院に入り、社会党議員を排

除し、同党議員がいない状況で強行に委員会採決がなされた。この強行可決に激怒

した国民は、翌 20 日に 10 万人がデモに参加し、その後も連日国会や首相官邸を包

囲した。同月 4 日には全国で 560 万人が反岸の「6・4 スト」に参加。この運動は続

いたものの新安保条約は参議院の承認なしに同月 19 日、成立した。岸信介は批准書

の交換を終えて 23 日に辞任した。反安保闘争について、坂元一哉、『日米同盟の絆：

安保条約と相互性の模索』（有斐閣、2000 年）、208~212 ページを参照。 
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べき対日政策とは何かが議論された。これに対して、米国会の報告

も日本専門家も同じ結論となった。その結論とは、経済成長によっ

て国民の物質的要求を満たすことで一方的に再軍備を要求しないと

いうことである28。同時に、反米感情を鎮静化させるため、日本に生

まれ、流暢な日本語を話せ、且つ日本人の妻を持つ、ハーバード大

学の知日派学者ライシャワー（Edwin O. Reischauer）を駐日大使に任

命した。ライシャワーは積極的に日本の国民と対話し、特に日本の

野党や労働組合など反安保のデモに参加した反体制的な団体にも接

触し、米国が一方的な要求を行う国ではなく日本に配慮しているこ

とをアピールした。すなわち、ケネディ政権は日米関係の修復およ

び日本人の米国に対する信頼感を作り出そうとしていた。ケネディ

政権の日米関係を修復する姿勢が池田・ケネディ共同声明にも見て

取れる。声明では、日米貿易経済合同委員会を設置することが合意

された29。この委員会は新安保条約に新たに插入された第 2 条の経済

条項に基づき設置されたものである。米国はその合同委員会によっ

て政策を決定する前に日米間の意思疎通を徹底させた。こうした動

きを通じて、安保闘争のように、日本国内で反発の強い政策を決定

する際の説明不足等に起因する社会運動や政治的な関係悪化を避け

る狙いがあった30。  

戦後初期の米国の対日政策は片務的傾向が強く、その裏には戦勝

                                                 
28 川上高司『米国の対日政策：覇権システムと日米関係』（同文舘出版、2001 年）、58

ページ。 
29 「池田勇人首相とケネディ米大統領の共同声明（1961 年 6 月 22 日）」、『データベー

ス「世界と日本」、東京大学東洋文化研究所 田中明彦研究室』、http://www.ioc.u- 

tokyo.ac.jp/~worldjpn/documents/texts/JPUS/19610622.D1J.html。 
30 古城佳子「日米安保体制とドル防衛政策－防衛費分担要求の歴史的構図－」日本国

際政治学会『国際政治』第 115 号（1997 年 5 月）、105 ページ。 
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国の敗戦国に対する優越感や不信感が満ち溢れていた。旧日米安保

体制は米国の需要を満たすための産物であり、日本側は受け入れる

以外に選択肢はなかった。太平洋戦争で対立し、終戦後も 7 年にわ

たって米国の間接統治を受け続けた日本にとって、日米安保条約は

不平等条約だとみなされた。この背景には、日本国民の中に反米感

情が生じていたことが予想できる。だがケネディ政権下、とりわけ

ライシャワー駐日大使は、米国が日本各界の声に耳を傾け、対等性

を重視する日米関係を築こうとする姿勢を日本側に見せた。こうし

て戦後初めて、両国は同盟に向かって信頼関係を進展させた。しか

しながら、ケネディ政権の対日政策修正はあくまでも戦略面の配慮

から出した結論である。換言すれば、日本が共産化や中立化する恐

れがあったため、日本を自由陣営に残すための軌道修正という意味

合いが強かった。日本に対する信頼感や親近感によって対等的に同

盟関係を構成したという意図はなかったであろう。  

 

３ 第 3 期：一方的な戦略転換がもたらした同盟不信（70 年代）  

1970 年代の国際情勢はまさに未曾有の変動期であり、立て続けに

発生したショックが国際社会に衝撃を与えた。ニクソン（Richard 

Nixon）政権の政策転換は、3 つのショックとして知られている。第

１に、ニクソン・ドクトリンの発表である。ニクソン大統領は、1969

年 7 月 25 日、東南アジアからルーマニアへの外国歴訪の最初の訪問

地グアムにて、米国が対外的に関与する場合の新たな原則を発表し

た31。その内容は、「ニクソン・ドクトリン」として、同年 11 月 3 日

                                                 
31 Richard Nixon, “Informal Remarks in Guam With Newsmen, (July 25, 1969)”, Gerhard 

Peters and John T. Woolley, The American Presidency Project, http://www.presidency.ucsb. 

edu/ws/?pid=2140. 
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のニクソン演説32および 1970 年 2 月の外交政策に関する大統領年次

報告33を通して結実していった。ニクソン・ドクトリンの要点は、（1）

米国はすべての条約上の義務を遵守する、（2）米国は、米国との同

盟国あるいは米国ないしアジア全体の安全にとって、その生存が重

要であると考える国の自由を核保有国が脅かす場合には、保衛手段

を提供する、（3）核兵器によらない侵略の場合には、その国の要請

に応じて適当な軍事的、経済的援助を行う。しかし米国は、直接脅

威を受ける国が防衛のための第一義的責任を負うことを期待する、

という 3 点である。米国は、このドクトリンは同盟国に対するコミ

ットメントの撤回を意味するものではないと説明したが、同盟国は

米国に捨てられるかもしれないという不信感をもたらした。  

 第 2 は米中接近である。自国の限界に直面していたニクソン政権

がとった最も重要な措置は、中国敵視政策の放棄であった。1971 年、

ヘンリー・キッシンジャー（Henry Kissinger）大統領補佐官がパキス

タンルートから北京へ極秘に訪問、その後ニクソン大統領がこの極

秘訪問を明らかにし、翌年にニクソン自身も訪中することを発表し

た。この発表は「ニクソン・ショック」として世界を震撼させた。  

これらの政策転換がショックといわれるのは、同盟国に対して事

前の相談や通告が全くなかったからである。それゆえ、このショッ

クは同盟国に不信感をもたらした。日本は同盟国であるアメリカか

ら予期せぬショックを何度も受け、アメリカを信じることができる

                                                 
32 Richard Nixon, “Address to the Nation on the War in Vietnam, (November 3, 1969)”, 

Gerhard Peters and John T. Woolley, The American Presidency Project, http://www. 

presidency.ucsb.edu/ws/?pid=2303. 
33 Richard Nixon, “First Annual Report to the Congress on United States Foreign Policy for the 

1970’s, (February 18, 1970)”, Gerhard Peters and John T. Woolley, The American Presidency 

Project, http://www.presidency.ucsb.edu/ws/?pid=2835. 
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かについて考えなければならなくなった。特に米中接近により、元

反共陣営でありアメリカの同盟国でもあった台湾が見捨てられるか

もしれないという状況に直面した。他のアジア諸国でもアメリカの

同盟国から切り捨てられる恐怖を感じ、自国の外交態様をアメリカ

からある程度引き離す必要性を感じることとなった。  

1974 年、日米両国の指導者はそれぞれスキャンダルによって失脚

した。8 月にニクソン大統領がウォーターゲート事件で、11 月に田

中角栄首相がロッキード事件で辞任した。ニクソンに代わってジェ

ラルド・フォード（Gerald R. Ford）が大統領に就任し、1974 年 11

月に現職の米国大統領として初めて訪日したのは注目すべき点であ

ろう。その背景には、ニクソン・ショックにより生じた米国に対す

る不信感により同盟国との関係を改善しようという動きが見て取れ

る。日米同盟関係の強化は対ソ戦略で不可欠な要素とされてはいた

が、これまでアメリカ側の訪日が皆無であったため「一方通行」の

関係を象徴しているのではないかという懸念があった。しかしフォ

ードの訪日によりイコール・パートナーシップを示すことになった。

米国は同盟国との関係改善策として、1975 年 12 月、ハワイで「フォ

ード・ドクトリン」を発表し、米国のアジア太平洋地域への継続的

コミットメントを明言した34。  

フォードは訪日前、対日政策に関して 1974 年 9 月 26 日付けで「国

家安全保障研究覚書 第 210 号（NSSM-210）」を作成した。この文

書は国家安全保障会議（National Security Council: NSC）の東アジア

省庁間グループが起草し、NSC 上級検討グループの審議に回された

                                                 
34 Gerald R. Ford, “Address at the University of Hawaii (December 7, 1975)”, Gerhard Peters 

and John T. Woolley, The American Presidency Project, http://www.presidency.ucsb.edu/ 

ws/?pid=5423. 
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ものである。特筆すべきことは、この文書に「日本の自衛隊の役割

に関して、憲法上、政治上の制約があることを認識し、日本にとっ

て地域的な防衛上の責任を想定し、攻撃的軍事能力を発展させるこ

とは現実的でなく望ましくないと信じている」35と、防衛協力に対し

て日本の国内制約を認識する態度が示された点にある。これは、米

国が日本との関係を修復するため、改めて日本の国内状況を配慮し

ている姿勢と考えられる。  

上述のように、ニクソン、フォード政権の対日政策を検証すると、

米国の従来型の対日政策は、安保条約により日本の再軍備や軍事力

増強がアジア諸国に対する軍事的脅威となるのを防ごうとしていた

ことが見受けられる。米国は日本に米国と相補性のある防衛力をつ

けさせたいが、日本が本格的に再軍備することは望まなかった36。ま

た、1970 年代の対日戦略には、「瓶の蓋」論が存在していることが 2

つの文書から確認できた。一つはキッシンジャーの日米安保体制に

対する見解である。キッシンジャーは周恩来との極秘会談時、日本

の軍国主義復活を危惧する周恩来に対し、「我々は日本の軍国主義

の復活を歓迎せず、むしろ軍備拡張に反対する」と明言し、「日本の

経済成長が軍備拡張の可能性を含んでいることは否定しないが、日

本の軍事力を制御することが米中の国益に有利だと思っている。米

国が支援できるのは、日本の自国防衛である。逆説的に米軍が日本

に駐留することで日本の軍事力を抑制している」37とはっきり述べた。

                                                 
35 “National Security Study Memorandum 210,” (September 26, 1974), Japan and the United 

States, JU01878, from Database “Digital National Security Archive,” p. 71. 
36 ニクソン政権期及びフォード政権期の日本再軍備に対する姿勢は、瀬川高央「日米

防衛協力の歴史的背景：ニクソン政権期の対日政策を中心に」『年報 公共政策学』

第 1 号（北海道大学公共政策大学院、2007 年 3 月 31 日）を参照。 
37 Henry Kissinger, “(Memorandum) My Talks with Chou En-lai,” (July 17, 1971), Japan and 
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すなわち、キッシンジャーは日米安保体制が「瓶の蓋」の役割を持

つと認識し、周恩来もこの「瓶の蓋」論に基づき日米安保体制を容

認した。  

もう一つは、米国務省が 1974 年 11 月に作成した報告書「日米安

全保障関係：米国の戦略的思考における位置づけ」38である。この文

書でのアジア政策の枠組みにおける日米安保の目的の一つは「日本

の将来の軍事戦略と戦力に対するレバレッジを米国に与える」こと

だと記している。つまり、「日米安保条約が日本の軍備増強を防止す

る」とした。そして「日本に対する直接的軍事脅威がない状況で日

本の防衛力を加速させることは日本国内の政治制約や経済中心の政

策と衝突するゆえに不可能であり、東アジア諸国の日本の軍国主義

に対する歴史的な記憶からも望まれないことである」と述べている。 

 つまり米国の対日安全政策は 70 年代後半まで、大きな変化がなか

ったといえよう。しかし、表面的な軍事協力関係の裏にビンの蓋と

いう論理も潜っていた。  

 

４ 第 4 期：防衛負担増加による軍事同盟へ（70 年代後半～80 年代） 

70 年代後半、国際情勢は米ソデタントからソ連の攻勢へと変化し

た。1979 年 12 月 27 日には、ソ連軍がアフガニスタンに侵攻し、ク

ーデターにより親ソ政権を樹立させた。1977 年に就任した米カータ

ー大統領（James Earl “Jimmy” Carter, Jr.）は、日本の防衛力強化を要

求する政策をとるようになる。1980 年 1 月 13 日に、ブラウン国防長

官は日本に防衛力増強を求め、5 月の日米首脳会談で、カーター大統

                                                                                                         
the US., 1960-1976, from Database “Digital National Security Archive,” p. 15. 

38 Department of State Briefing Paper, “US-Japan Security Relations: Their Place in US 

Strategic Thinking,” (November 1974), Japan and the United States, from Database “Digital 

National Security Archive,” p. 4. 



 

－144－ 

問題と研究 第 46 巻 1 号 

 

領は大平首相に「今後も日本が防衛努力を強めることを望む」と語

る。12 月の日米防衛首脳会談では､ブラウン国防長官が日本の防衛費

の 9.7%増を迫った39｡ 

1981 年 1 月に大統領に就任したロナルド・レーガン（Ronald W. 

Reagan）は、就任当初からソ連に対し「強い米国」を掲げ、軍事力

強化を加速した。戦略面でも「多正面柔軟戦略構想」40へと転換を図

った。アフガニスタンやイランの情勢に対応するため、第七艦隊を

インド洋やペルシャ湾方面にしばしば派遣した。そのため、西太平

洋における米国軍のプレゼンスの空白を埋めるため、米国は様々な

チャネルを通じ、日本に対して防衛力の増強と、アジア安全保障事

務の責任分担および在日米軍駐留費用の分担等を強く要求した。  

1981 年 5 月 7、8 日に鈴木善幸首相とレーガンが会談し、日米首脳

共同声明が出された。この声明では日米が「同盟関係」であること

が明記された41。しかしこの同盟という表現は後に大きな論争を引き

起こした。鈴木首相は参議院で日米首脳共同声明にある「同盟関係」

という言葉に関する質問に対して「日米関係は、民主主義、自由と

いう両国が共有する価値の上に築かれております。同盟関係とはこ

のような関係を一般的に指したものでありまして、これをもって日

米軍事協力の一歩前進といった言い方は全く当を得たものではござ

いません。」42と説明した。しかしその後、日本国内ではこれをめぐ

                                                 
39 田中明彦『安全保障戦後 50 年の模索』、（読売新聞社、1997 年）、288-289 ページ。 
40 室山義正「冷戦後の日米安保体制―『冷戦安保』から『再定義安保』へ―」日本国

際政治学会『国際政治』第 115 号（1997 年 5 月）、130 ページ。 
41 「鈴木善幸総理大臣とロナルド・レーガン米大統領との共同声明（1981 年 5 月 8 日）」、

『データベース「世界と日本」、東京大学東洋文化研究所 田中明彦研究室』、

http://www.ioc.u-tokyo.ac.jp/~worldjpn/documents/texts/JPUS/19810508.D1J.html。 
42 「鈴木首相訪米、共同声明における『同盟関係』についての参議院での質疑」（1981

年 5 月 13 日）、『データベース「世界と日本」東京大学東洋文化研究所 田中明彦研
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って鈴木首相と外務省との間で見解の不一致が目立っていた。米国

側は日本が軍事的に深くコミットする意思を決意したと思っていた

が、防衛については消極的な立場であった鈴木首相は軍事的関係を

含むことを否定、これが米国側に不信感や不満をもたらした。経済

摩擦も含め、米国では日本の「防衛ただのり（Free rider）論」を強

めることになった。  

鈴木内閣の消極的な態度と違って、次期総理の中曽根首相による

「西側の一員」としての立場はより鮮明と言える。1983 年 1 月、中

曽根は訪米の直前に防衛費増強と武器技術供与を決定し43、対米協力

の姿勢を示そうとした。このような背景の下、同月 18、19 日に中曽

根首相は訪米した。日米首脳会談において、レーガン大統領は中曽

根首相が防衛予算及び対米武器技術供与の問題で示した決断を高く

評価した。さらに、日米関係について中曽根首相は「日米は運命共

同体で、喜びも悲しみも分かち合う」44と発言し、最後に両首脳は「揺

るぎなき日米同盟関係」を再確認した45。それに加えて、ワシントン・

ポスト社主キャサリン・グラハム（Katharine Meyer Graham）との朝

食会で中曽根は、「日本はいわゆる不沈空母である」と発言し、日本

国内の反発をもたらしたが、このことで米国での対日不信は和らい

だ。いずれにしても、この首相訪米は経済摩擦及び防衛協力問題に

より悪化していた日米関係を修復し、中曽根首相とレーガン大統領

                                                                                                         
究室』、http://www.ioc.u-tokyo.ac.jp/~worldjpn/documents/texts/JPUS/19810513.O1J.html。 

43 「対米武器技術供与について内閣官房長官談話」（1983 年 1 月 14 日）、『データベー

ス「世界と日本」東京大学東洋文化研究所 田中明彦研究室』、http://www.ioc.u-tokyo. 

ac.jp/~worldjpn/documents/texts/JPUS/19830114.S1J.html。 
44 「米、安保で財政負担要請 中曽根元首相 83 年訪問時」『日本経済新聞』、

http://www.nikkei.com/news/print-article/?R_FLG=0&bf=0&ng=DGXLNSE2INK01_S7A1

10C1000000&uah=DF_SOKUHO_0003。 
45 牧太郎『中曽根政権・1806 日（上）』（行研出版局、1988 年）、68 ページ。 
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の「ロン・ヤス」関係のスタートとしても深い印象を残した。さら

に 1983 年 5 月、ウィリアムズバーグ・サミットで中曽根は、西側の

安全保障が一体であることを力説した46。  

1970 年代から 1980 年代にかけて、米国内には「安保ただ乗り論」

が表出していた。これは、日本が安全保障を米国にまかせ、経済活

動にのみ専念しているという議論である。朝鮮戦争やベトナム戦争

といった地域紛争にも関心を寄せず、ただひたすら戦争の「特需」

で自分の経済を発展させているとの批判が展開されていた。しかし、

1980 年代に中曽根政権による防衛重視の姿勢が政策に反映され、

「安保ただ乗り論」は解消されたように見えた。当時の国防次官補

アーミテージによると、レーガン政権は「瓶の蓋」論に与さず、む

しろ日本により多くの防衛努力を求めていた47。そして前述のように、

日本の防衛力強化を要求した。  

 

５ 第 5 期：同盟漂流から再定義へ（1989 年～1996 年） 

ソ連崩壊により冷戦終結が宣言された。冷戦により構築された日

米同盟の制度はその後どう変化していったのか。冷戦終結以降の数

年は、日米同盟は漂流の段階にあった。そして経済摩擦により対立

が激化したことで日米関係は危機に直面した。この時期の米国の対

日政策は、冷戦構造の崩壊により政治・軍事的な国益より経済的国

益を重視し、国内経済を優先させる傾向が強く、保護主義が全面に

現れていた。ブッシュ（George・H・W・Bush）政権もクリントン

（William Jefferson Clinton）政権も日本に対して様々な経済的要求や

                                                 
46 中曽根康弘『天地有情―50 年の戦後政治を語る』（文芸春秋、1996 年）、430 ページ。 
47 リチャード・L・アーミテージ、ジョセフ・S・ナイ Jr、春原剛、前掲書、170~171

ページ。 
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制裁を持ち出した。米国内の対日世論も険悪な状況に陥り、一方日

本側もナショナリズムの台頭により米国に対する不満が高まってい

た。「日米安全保障条約」はいわゆる冷戦の産物であり、理論的には、

ソ連の崩壊後は日米安保体制が廃止されてもおかしくない。実際に、

米国内には日本が湾岸戦争で直接的軍事行動を全く取らず、日米安

保体制下の日本は一方的な受益者であるなどの批判があった。さら

には日米安保解消論を提案する学者もいた48。  

こうした状況の中で、日米間の軍事同盟をどのように見直すかと

いう難題が生じた。この問題は早急に結論を出すことが難しく、棚

上げされる可能性があったが、当時の国際情勢では中国の強大化や

東アジアにおける地域紛争が存在していた。そこで、米国は 1995 年、

いわゆる「ナイ・イニシアチブ」をまとめ、日米安全保障関係を再

定義するという方向で決定し、翌 1996 年の「日米共同宣言」で同盟

関係が再定義された。また、「周辺事態法」で自衛隊の活動範囲を拡

大したことで、当該地域における日本の国際影響力は強まった。こ

の 1996 年の「日米共同宣言」と、翌 1997 年に実施された「ガイド

ライン」の修正により、日米安全保障関係は却って強化された。こ

の再定義に至った背景とその内容を以下で整理する。  

 日本側の最初の動きは『日本の安全保障と防衛力のあり方一 21 世

紀に向けての展望』（通称、樋ロレポート）49の発表からである。1994

                                                 
48 Chalmers Johnson and E. B. Keehn, “The Pentagon’s Ossified Strategy,” Foreign Affairs, Vol. 

74, No. 4 (July/August, 1995), pp. 103-114. 
49 防衛問題懇談会とは、1993 年 2 月細川護煕内閣の際、「防衛計画の大綱」見直しの指

針づくりのために、私的諮問機関として設置された樋口廣太郎を座長とする懇談会。

樋ロレポートは懇談会で作られた報告書で、村山富市内閣の 94 年 8 月 12 日に完成

し首相に提出された。防衛問題懇談会（内閣官房内閣安全保障室編集）『日本の安全

保障と防衛力のあり方一 21 世紀へ向けての展望』大蔵省印刷局、1994 年。 
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年 8 月に公開された同報告書は、同年 2 月末に当時の細川護熙総理

の私的諮問委員会として発足した防衛問題懇談会（座長はアサヒビ

ール会長の樋口広太郎氏）がまとめたものである。この報告を検討

した米国側では、日本が日米同盟より地域的・多角的安全保障へ傾

斜しているとされて、日本は米国から離れていくのではないかとい

う論議が持ち上がった50。  

 当時のクリントン政権は、1993 年 1 月 25 日、大統領令により国家

経済会議（National Economic Council: NEC）を設け、これにより貿

易と対外的な経済政策の調整・統合に関する責任は NEC に委譲され

ることとなった。この当時の対日政策の主要担当者を見てみると、

従来の学者グループとは異なり、NEC 主導ともいえるビジネス経済

関連の実務経験者が多数を占め、「日本専門家」を欠く51構成となっ

ていた。その中で、ジョセフ・ナイ・ジュニア（Joseph S. Nye Jr.）

はクリントン政権の最初の 2 年間、NEC を中心とする「対日チーム」

が興味を持っているのは経済のみで、しかも「また対立、紛争的な

視点からのみ日米関係を捉えようとしていた」52と懸念していた。エ

ズラ・ヴォーゲル（Ezra Feivel Vogel）53とナイは 1994 年の春から日

                                                 
50 原彬久「序説 日米安保体制一持続と変容」日本国際政治学会『国際政治』第 115 号

（1997 年）、3 ページ。田中明彦、前掲書、335 ページ。 
51 水沢紀元「ジョシセフ・ナイの日米同盟への視角一イニシアティブ推進の動機にっ

いて－」『明治大学社会科学研究所紀要』、第 46 巻第 2 号（2008 年 3 月）、227 ペー

ジ。 
52 船橋洋一『同盟漂流』（岩波書店、1997 年）、290 ページ。 
53 ナイは、「日本人の知己が多いエズラ・ヴォーゲルを東アジア担当の調査員として

NIC に迎え入れた」。ヴォーゲルはナイの日本観に影響を与え、ナイはマイケル・グ

リーン（Michael J. Green）やデビッド・アッシャー（David L. Asher）、パトリック・

クローニン（Patrick M. Cronin）など若手の日本研究者を自分のチームに招き入れた。

リチャード・L・アーミテージ、ジョセフ・S・ナイ Jr、春原剛、前掲書、246、248

ページ。 
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米関係のことを話し合い、ヴォーゲルはナイに日本との対話による

関係調整の必要性があると強調し、2 人は日米安全保障関係の強化の

ために何かする必要があるということで同意した54。  

以上に述べたようにナイは、米国内の強硬な対日経済政策や高ま

った孤立主義、対日敵意等により、日米同盟が決裂へ向かう事態を

危惧した。ナイは「もしも我々が米日同盟を失っていたら、非常に

深く後悔しただろう。それがいわゆるナイ・イニシアチブの根拠だ」

55と後に述べている。ナイは次官クラスの中央情報局（ Central 

Intelligence Agency：CIA）直属の国家情報会議（National Intelligence 

Council：NIC）の議長を辞して、NEC の影響の及ばない局長級の国

防総省次官補に就任した。就任する条件として国務長官ウィリア

ム・ぺリー（William J. Perry）に日本との安全保障関係強化を自分に

任せてもらうと提出した56。そして国防総省登庁初日からナイはレポ

ートを出すことを決めた57。  

ナイは 1995 年 2 月 28 日に「東アジア地域の安全保障戦略（United 

States Security Strategy for the East Asia-Pacific Region：EASR）」、いわ

ゆる「ナイ・イニシアチブ」を提出した。その内容の第 1 の特徴は

今後 20 年にわたり米国がアジアにおける前方展開能力として、10

万人規模の米軍兵力を維持することを明確にした。また、そのよう

な前方展開能力の維持と運用を支えるために、日米間の緊密な協力

が必要であるという認識が第二の特徴である。そして、アジア太平

洋の多角的安全保障協力と、そのための対話の促進に積極的な意義

                                                 
54 同上、258 ページ。 
55 水沢紀元、前掲論文、230 ページ。 
56 船橋洋一、前掲書、290 ページ。 
57 同上、276 ページ。 



 

－150－ 

問題と研究 第 46 巻 1 号 

 

を正式に認めた点が第三の特徴である58。その結果、1996 年 4 月、

クリントン大統領の訪日のハイライトとして、橋本龍太郎首相との

連名で「日米安全保障共同宣言」59が発表された。「日米安全保障共

同宣言」では「両国の政策を方向づける深遠な共通の価値、すなわ

ち自由の維持、民主主義の追求、及び人権の尊重に対するコミット

メント」が再確認された。  

ここからは、この時期における日米安保体制の役割が「瓶の蓋」

を含めていたか否かを考察する。まず、日米関係の歴史に残る発言

に注目したい。1990 年 3 月 27 日付ワシントン・ポスト紙に在日米海

兵隊ヘンリー・C・スタックポール司令官（少将）による発言が掲載

された。彼の発言は、「もし米軍が撤退したら、日本はすでに相当な

能力を持つ軍事力を、さらに強化するだろう。だれも日本の再軍備

を望んでいない。だからわれわれ（米軍）は（軍国主義化を防ぐ）

瓶のふたなのだ」60というものだった。だが、ナイの見方は異なって

いた。ナイは中国側に日米安保体制の再確認作業を説明した際に、

中国側は日本の軍国主義化に対する強い懸念を伝えた。しかしナイ

は「日本が中国にとって軍事的脅威になることはない」と反論し、

日本の再軍備を恐れているのは米国ではなく中国であると述べた61。

                                                 
58 Joseph S. Nye Jr., United States Security Strategy for the East Asia-Pacific Region 

(Washington DC: Office of International Security Affairs: Asia and Pacific Affairs, U.S. 

Department of Defense, February 1995). 
59 “Japan-US Joint Declaration on Security, Alliance for the 21st Century,” Ministry of Foreign 

Affairs of Japan, (April 17, 1996), http://www.mofa.go.jp/region/n-america/us/security/ 

security.html. accessed on June 30, 2012. 
60 伊奈久喜「日米外交 60 年の瞬間：日米安保につきまとう『瓶のふた』論サンフラン

シスコへ（26）」『日本経済新聞』2012 年 2 月 11 日、http://www.nikkei.com/article/DGX 

NASFK0302S_Z00C12A2000000/。 
61 リチャード・L・アーミテージ、ジョセフ・S・ナイ Jr、春原剛、前掲書、171~172
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このことから、同時期には米国の政策決定者のなかでは共通的意見

を持ち合わせていなかったことが見て取れる。  

まず、前提として言うと、脅威を判断する基準（measure）からも

見えるように、米国にとっては日米同盟に二面性がある。一方、米

国は日本における基地が必要とするほか、アジア地域に数少ない政

治的に安定的、経済的に成功的な盟友としての日本も米国にとって

不可欠である。日本は東アジアで政治的に米国を支持することや、

アジアや世界の国への経済援助という側面で米国の有力な盟友とい

う役割を担っている。他方、米国にとって日米安全体制には「日本

の軍事大国化を封じ込める」という目的がある。この「瓶の蓋」論

は日米関係の発展、政策決定者の脅威認識や対日観によって変化し

ていく。次に本節の考察により明らかとなったいくつかの特徴を整

理したい。  

第 1 に、冷戦期、米国の対日安全保障政策の政策決定者は、国際

システムにおける相対権力の変化に基づいて、他国に対する脅威認

識を形成し、政策を作成した。冷戦終結後間もなくは、日米両国に

共通の敵がおらず、しかも後述したように米国内には日本を脅威と

看做す世論も盛んだったため、日米同盟は漂流の時期にあった。1996

年の再定義の背景には、ナイを中心とする政策決定者の強い意志が

反映されていたこと以外に、日米両国が中国を共通の敵として認識

できたことも大きかったと言えるだろう。  

第 2 に、1980 年代までに米国の政策決定プロセスにおいて瓶の蓋

論が表出したが、レーガン期、ソ連の軍備拡張による新冷戦に直面

した米国は、積極的な役割を演じさせるため日本に防衛力強化を要

求した。これは、レーガン期の政策決定者が日本を安全保障面で脅

                                                                                                         
ページ。 
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威として認識していないことを意味する。しかし、90 年代に入ると、

国内の対日イメージの悪化も関連して、政策決定者内の対日脅威認

識は割れていた。第 3 に、国内世論と政策決定者の脅威認識に相違

があるときに、公式文書で両国は価値観を共有する同盟国を強調す

る。レーガン期の日米共同声明及び 1996 年の日米同盟の再定義で、

日米双方は、日米同盟について価値観を共有する同盟であることを

強調した。鈴木・レーガン首脳共同声明で日米は「同盟関係」であ

ることを初めて共同声明で明記し、中曽根・レーガン首脳会談後、

レーガン大統領は「日米は、自由民主主義と平和という共通の価値

観によって結ばれています」と発言した62。さらに、「日米安全保障

共同宣言」では「両国の政策を方向づける深遠な共通の価値」に対

するコミットメントを再確認した。  

四 米国の対日イメージ 

以上に述べた米国の対日安保政策を対照しながら、本節では米国

内の対日イメージを振り返る。  

 

１ 第 1 期：占領期（1945 年～1952 年）  

米国世論は、太平洋戦争中に敵対関係にあった日本人に対して、

残虐や卑劣であるというイメージを持っていた。だが、1941 年以降、

対日戦争の遂行と戦後処理の必要から、日本語が堪能な人材および

日本研究者の確保が急務となり、日本研究の人材を育成するという

意外な道をたどることとなった。  

                                                 
62 「首脳会談終了時における中曽根内閣総理大臣とレーガン大統領の発表（1983 年 11

月 10 日）」、『データベース「世界と日本」、東京大学東洋文化研究所 田中明彦研究

室』、http://www.ioc.u-tokyo.ac.jp/~worldjpn/documents/texts/JPUS/19831110.O1J.html。 
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終戦後、連合国の占領に伴い、民主主義や資本主義といった西方

の政治経済モデルが日本に導入された。その後冷戦が始まると、ア

ジアのパートナーとして西側諸国の対日イメージを改める必要が生

まれた。占領期の改革は、このような対日イメージの変化に合理性

を与えた。言い換えれば、この改革によって、日本は封建制度や軍

国主義から解放され、西側諸国の制度を受け入れることができた。  

そのため、占領期の対日イメージは主に「後進的な日本人」「西側

に学ぶ生徒」であった。例として、1951 年マッカーサーは米国上院

で「科学・美術・宗教・文化などの発展の上からみて、アングロ・

サクソンは 45 歳の壮年に達しているとすれば、ドイツ人もそれとほ

ぼ同年輩である。しかし日本人はまだ生徒の時代で 12 歳の少年であ

る」63と述べている。当時のメディアの報道や評論でも、日本人が民

主制度やアメリカの方式を学ぶといった報道が多い64。  

 

２ 第 2 期：経済的復興の時期（1952 年～60 年代） 

1950 年代から 1960 年代までには、日本研究者の成果が続々と出版

され65、その結果、米国では日本に対する関心が高まっていった。こ

の時期の研究内容は、日本の伝統や歴史に焦点を合わせたものであ

った。そして、「審美的な日本（aesthetic Japan）」および「精神的な

                                                 
63 斎藤元一「日米パートナーシップの相互イメージ」『国士舘大学政経論叢』第 4 号（通

号第 82 号）、1992 年、141 ページ。 
64 Susan D. Moeller, “Pictures of the enemy: Fifty years of images of Japan in the American 

press, 1941-1992,” Journal of American Culture, Vol. 19, No. 1 (Spring 1996), p. 32.  
65 例えば、Donald Keene, The Japanese Discovery of Europe: Honda Toshiaki and Other 

Discoverers 1720-1952 (London; Routledge and K. Paul, 1952); Donald Keene, Japanese 

Literature an Introduction for Western Readers (New York; Grove Press, 1955); Edward 

Seidensticker, Kafu the Scribbler: The Life and Writings of Nagai Kafu, 1879-1959 

(Stanford; Stanford University Press, 1965). 
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日本（spiritual Japan）」という新しい対日イメージが現れた。これは

戦前の日本研究者によって植え付けられた古い日本のイメージの復

活とも言うべきものであった。戦時中の日本のイメージから戦前の

イメージに揺り戻される傾向にあったと言える。主要メディアでも

日本の伝統の美を伝える報道がしばしば掲載された。ここで注目す

べきなのは、日本の伝統を伝えることで米国との異質性が明らかと

なったが、この異質性は西側に対して挑戦的なものではなかった。

日本は伝統的文化を保ちつつ、西側の現代化モデルを受け入れるイ

メージを強調した66。  

60 年代には、日本の経済が復興し高度成長を達成した。1960 年代

末には日本は西ドイツを抜き GNP で世界第 2 位にまで上り詰めた。

日米経済関係もより緊密になっていたため、米国内では日本の経済

成長に対し肯定的な評価がなされた。米国では 1958 年に、ミシガン

大学の Robert E. Ward and John W. Hall 教授が主導した学際的研究プ

ロ ジ ェ ク ト 「 日 本 に お け る 近 代 化 の 問 題 （ The problems of 

modernization in Japan）」67が発足した。この研究プロジェクトは、日

本の近代化の成功と経済成長の要因を模索するために、政治的展開、

経済的発達、社会的変化、文化的変容、思想・態度の継続と発展の

面から総合的に分析するものであった。その目的は、他の発展途上

国に対する米国政策の参考にあり68、日本が民主主義と資本主義の道

                                                 
66 Susan D. Moeller, “Pictures of the enemy,” p. 33. 
67 このプロジェクトについて Mark T. Berger, “Modernization theory,” The Battle for Asia: 

From Decolonization to Globalization (Routledge, 2004), pp. 91-122; Ruud Janssens, 

“Because of our Commercial Intercourse and Bringing about a Better Understanding 

Between the Two Peoples: A History of Japanese Studies in the United States,” Michael 

Kemper and Artemy M. Kalinovsky, Reassessing Orientalism: Interlocking Orientologies 

during the Cold War (Routledge, 2015), pp. 120~152 を参照。 
68 臼井祥子「米国における日本研究」『日本研究』第 10 集（1994 年 8 月）、200 ページ。 
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を選び急速な経済成長を遂げ、平和で民主的で経済的な国となり得

たと肯定的に評価した研究であった。こうして、米国では「近代化

する日本（modernizing Japan）」と「モデル（手本）としての日本」

というイメージが生まれた。  

この頃、西側制度を採用してアジアの成功国に躍り出た日本に対

するイメージは、かなり好意的なものであった。その理由は、日本

の成功が米国の占領期における政策や対日援助政策の成功であった

と証明するものであったためである。加えて、西側のモデルが優れ

ており、アジアでも適用するということも証明した。さらに、60 年

代まで、米国は自由陣営において経済的・軍事的に主導的な地位に

あり、日本の成功を西側に対する挑戦と看做すのではなく、西側の

先生として、日本を勤勉で真面目な生徒であるとした誇りを持って

いたと考えられる。  

 

３ 第 3 期：対日イメージの分裂（1970 年代）  

 70 年代からは、対日イメージの評価が割れ始めた。今まで通り日

本の成功を賞賛する研究や評論も引き続いなされてはいたが、日本

の成功や日本が独自の道を歩き出すことを危惧する言論も出始めた。 

 まず、賞賛派は引き続き日本が経済大国になる前の 1960 年代初期

の日本経済復興期を研究し、日本から教訓を得るというブームが起

こった。この時期、肯定的な対日イメージを訴えた代表的な学者と

して、エズラ・ヴォーゲル、ジェラルド・カーティス（Gerald Curtis）、

ハーマン・カーン（Herman Kahn）がいる。カーンは、21 世紀は日

本の世紀と予測した69。また、ヴォーゲルは 1979 年に出版した『ジ

                                                 
69 Herman Kahn, Emerging Japanese Superstate: Challenge and Response (NJ: Prentice-Hall, 

1971). 
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ャパン・アズ・ナンバーワン』で日本社会論を展開し、日本式経営

の特徴を分析し、日本の制度の優れた点を明らかにした70。同書は、

米国における最も著名な日本研究専門書と言っても過言ではないだ

ろう。  

 一方、70 年代から「日本問題」を提唱する学者や評論家が現れ、

日本経済の奇跡は他の国にとっては危険を孕んでいる71と批判した。

その背景には、1970 年代にベトナム戦争の泥沼化により、米国が国

際経済において優位性を失い、国内でも反戦抗議による高等教育の

停滞や人種問題等が浮き彫りとなり価値観が変化していた時代があ

る。日米経済関係では、1965 年に日本が対米貿易を黒字とし 72、70

年代には繊維製品を中心に経済摩擦が増加した。  

 

４ 第 4 期：経済摩擦の時期（70 年代後半から 80 年代）  

 日本が経済大国になった 80 年代、米国内の対日批判は強まり、「競

争相手としての日本」と「異質な日本」という批判的なイメージが

再び現れた。1985 年にレーガンの軍拡政策により米国は純債務国と

なったが、対照的に日本はすでに世界一の債権国であった。米国の

国際収支赤字を改善するため、1985 年 9 月 22 日に G5 の蔵相・中央

銀行総裁会合で「プラザ合意」を発表し、当時アメリカの対日貿易

赤字が顕著であったため、それは実質的に円高ドル安に誘導する内

                                                 
70 Ezra Vogel, Japan as Number One: Lessons for America (Harvard University Press, 1979).  
71 See especially Willard Price, “The Peril,” in Willard Price, The Japanese Miracle and Peril 

(New York: John Day Company, 1971), pp. 321-37.  
72 日本は対米貿易黒字は 1970 年の$3.80 億ドル、1971 年に$25 億ドル、1971 年に$30

億ドルのように増えてきた。Narrelle Morris, “Destructive Discourse: ‘Japan-bashing’ in 

the United States, Australia and Japan in the 1980s and 1990s” (PhD Dissertation) (Murdoch 

University, 2006), p. 56.  
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容であった。だがドル安になっても、米国の対外貿易を増加させる

効果は出なかった。そのような中、日本に市場開放を要求する政府

間の日米構造協議（Structural Impediments Initiative）がなかなか合意

に至らず、80 年代後半には日本経済がバブルに沸き、日本企業によ

る米国不動産や企業の買い占めが起こった。特に印象的なのは、三

菱地所が米国のシンボルとされているロックフェラー・センターを、

ソニーが CBS レコード及びコロンビア映画をそれぞれ買収したこと

であろう。こうした動きは日本の米国侵略とよばれ、米国メディア

の日本叩きを煽って、一部の米国人は反日感情を高揚させた。  

 これまで日本を肯定的に評価してきたが、日本が経済大国になっ

て米国と摩擦を続けた結果、日本をライバルと看做し、日本の現実

的状況を直視するべきだという見方が現れた。それらの研究者はリ

ビジョニスト（Revisioinist、対日修正主義者）73と呼ばれ、彼らは日

本異質論74を展開した。リビジョニストの代表的な研究者はチャーマ

ーズ・ジョンソン（Chalmers Johnson）やハルミ・ベフ（Harumi Befu）

である。ジョンソンの名著である『通産省と日本の軌跡』は 1982 年

に出版された75。そうした潮流から米国学術界では日本に対する認識

                                                 
73 修正主義者という言い方はジャーナリストのRobert C. Neffが最初に使用した。Robert 

C. Neff, Paul Magnusson and William J. Hostein, “Rethinking Japan: The New, Harder Line 

toward Tokyo,” Business Week (August 7, 1989), p. 44. 
74 ピーター・ドウス（Peter Duus）によると、リビジョニストの論点として日本と米国

とでは大変異なった特徴がある。1.日本経済は、開放的で自由な市場経済ではなく、

日本の経済発展は日本政府の指導の結果生まれたものである。2.民主的政治過程は米

国と違い、より閉鎖的なシステムである。3.日本人は他の民族と異なり「人種的統一

性という考えと、勤勉という伝統」がある。リビジョニストらは「モデルとしての

日本」を否定し「日本モデル」の普遍性を疑った。ピーター・ドウス「アメリカ人

の対日観は戦後どのように変わってきたのか？」『同志社アメリカ研究』第 29 巻

（1993 年 3 月 25 日）、84 ページ。 
75 Chalmers Johnson, MITI and the Japanese Miracle (Stanford: Stanford University Press, 
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に関わる論争が繰り広げられた。日本に肯定的な日本研究者は

Japanpologist（Japan + apologist：日本の弁護人）などと呼ばれ76、米

国務省内では日本を専門とするキャリア外交官や政治任命者らが

「菊クラブ」（chrsyasanthemum club）と呼ばれた77。  

米国における日本批判は学術界や政界だけでなく、1980 年代後半

になるとさらに市井へ広まりを強めていった。『ニューヨーク・タイ

ムズ・マガジン』に掲載されたセオドール・ホワイト（Theodore White）

の「日本からの危険」やイアン・ブルマ（Ivan Bruma）の「日本の新

しいナショナリズム」、『フォーリン・アフェアーズ』に掲載された

カレル・ヴォルフレン（Karel Wolferen）の「日本問題」などが例と

して挙げられる78。  

こうした日本異質論は、対日イメージに重大な影響を与えた。修

正主義者らは、日本の成功は、西側のモデルを導入したことより、

官僚主導の経済制度という独自のシステムが主因であると説いてい

る。しかも、日本の政治や経済モデルは文化に基づくものであり、

他の国が真似することはできないとも論じた。このような異質論は

                                                                                                         
1982). 同書は、「発展国家（developmental state）」というモデルを提出した。日本の

経済発展は市場経済の自然的発展ではなく、政府の産業政策の成果である。その中

で通産省の官僚が国家発展の方向を決定し、有限的資源は特定産業に投入して、国

家の競争力を高めた。一方で私人企業はただ政策に応じるだけであった。林超琦「美

國日本研究的形成與發展」『台灣國際研究季刊』第 5 卷第 3 期（2009 年/秋季號）、81

頁。 
76 臼井祥子、前掲論文、203 ページ。 
77 リチャード・L・アーミテージ、ジョセフ・S・ナイ Jr、春原剛、前掲書、259 ページ。 
78 Theodore White, “The Danger from Japan,” New York Times Magazine (July 28, 1985); Ivan 

Burma, “A New Japanese Nationalism,” New York Times Magazine (April 12, 1987), 

http://www.nytimes.com/1987/04/12/magazine/a-new-japanese-nationalism.html?pagewante

d=all; Karel G. Van Wolferen, “The Japan Problem,” Foreign Affairs No. 65 (Winter 

1986/87), pp. 288-303. 
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米国における対日イメージの崩壊をもたらした。まず、西側モデル

の看板として挙げられた日本が、その成功の所以が独自な政治経済

制度にあったことで、西側モデルに誇りを持つ人々の自信を崩した。

加えて、他の途上国のモデルたらんとした日本の成功が、結局文化

に基づくもので他国の参考になるとは限らないと論じたことで、日

本に学ぶという論説を崩壊させた。結果的に米国内では、日本がア

イデンティティを共有する国であるというイメージは崩壊した。  

 

５ 第 5 期：ポスト冷戦期（1989 年～1996 年）  

冷戦後、米国が安全保障面や政治面の利益より経済的利益を重視

する政策を採ったことで、日米の経済摩擦は頂点に達した。それに

伴い、米国内の対日世論も悪化した。外務省がギャラップに委託し

て実施している米国における対日世論調査で、「日本は防衛力を増

強すべきか」という質問項目について、1990 年時点で日本の防衛力

増強に賛成しないと答えたのは対象者のうち 45%であった79。また、

同年の「日本は米国の信頼できる友邦か否か」という質問に対して

は、「信頼できる」と答えた人が 44%、「信頼できない」と答えた人

が 40%という結果になった。米国世論においては日本脅威論も強ま

っていた 80。また、同年秋には、シカゴ国際問題評議会（Chicago 

Council on Global Affairs）によって「米国の外交政策態度」という世

論調査が行われた。この中でも、前回調査の結果と比べて対日イメ

ージは悪化していた。例えば、「米国の重大利益（Vital Interest）に

重大脅威をもたらす国を答える項目では、「日本」が 60%であり「ソ

連」の 33%を超えた。また、同調査において、他国に対する親近感

                                                 
79 川上高司、前掲書、183 ページ。 
80 同上、189 ページ。 
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を温度で形容する質問項目でも、日本は「52」度でソ連の「59」度

よりも低い結果となった。さらに、「日本の対米貿易は公平か」とい

う項目では、71%の人が不公平であると回答した81。  

しかしながら、ピーター・ドウス（Peter Duus）が述べるように、

こうした対日批判が強まった時期でも、従来の肯定的なイメージが

全く消えてしまったというわけではない82。表２のギャラップ世論調

査に示すように、90 年前半に日本が好きではない比率が増加してい

るが、日本が好きな比率は日本が好きではないよりは多い。ブッシ

ュ政権期には、「新菊クラブ」のメンバーらが日本を重視するアドバ

イスを掲げ、新対日戦略の青写真を描いた。新菊クラブのメンバー

は、いずれもライシャワーやヴォーゲル等に育てられ、日本語を流

暢に話し、日本で専門家としての経験も十分に積んだ者であった。

代表者はグレン・フクシマ（Glen Fukushima）元 USTR 日本部長、タ

ーケル・パターソン（Tokel Patterson）元国防総省日本部長、ケント・

カルダー（Kent Calder）プリンストン大学教授らで83、それに加えて、

日本研究の大家も政府要員に招集された。クリントン政権期にはヴ

ォーゲルが NIC 東アジア担当上級専門官を担当した。日米同盟の再

定義は、まさにヴォーゲルとナイの主導で達成した成果であろう。  

そして、1990 年代中期になると、戦略面で日米同盟を再定義した

ことにより、米国内では日本について価値観が一致する同盟として

アピールされるようになった。加えて経済面でも、日本でバブル経

済が崩壊したことによって、日本脅威論の根拠は薄れていった。こ  

                                                 
81 John E. Rielly, Bernard Cohen, Arthur Cyr, Benjamin Page, William Schneider, Donald 

Jordan and Catherine Hug, “Public Opinion: The Pulse of the '90s,” Foreign Policy, No. 82 

(Spring, 1991), pp. 86-88, 91-92, 95. 
82 ピーター・ドウス、前掲論文、85 ページ。 
83 川上高司、前掲書、194~195 ページ。 
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表 1 米国の日本に対する意見の調査  

Survey Question: I’d like your overall opinion of some foreign countries. What is your overall 

opinion of [country]? Is it favorable, mostly favorable, mostly unfavorable, or very unfavorable? 

 

（出典）Gallup Survey, “Country Ratings 2016,” http://www.gallup.com/poll/1624/perceptions- 

foreign-countries.aspx. 
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うして、米国の対日イメージは徐々に従来あった肯定的なものに戻

ってきた。  

 以上、本節の考察では 2 つの重点が見て取れる。第 1 に、70 年代

初期までの米国における対日イメージの形成過程である。この時期

の米国においては、日本がアジアの中で民主制度や資本主義を導入

し、なおかつ伝統を捨てずに両者がうまく融合できた唯一の国であ

り、西側の現代化モデルという教訓を模して経済復興や高度成長を

達成した優秀な生徒であるというイメージが形成された。つまり、

日本は米国と制度や価値観や目的を共有し、アイデンティティを共

有するアジアの国として認識された。第 2 に、70 年代後半からの対

日イメージの変化である。この時期に米国において表出した日本異

質論により、日本の政治や経済制度は米国と異なり日本が成果を上

げた経済システムや政策などは他国が真似できないと強調された。

この日本異質論の最大の意味は、日米両国がアイデンティティを共

有しているという認識を崩壊させたことである。異質論の興隆に伴

い、日米間の貿易不均衡や日本企業による米国への大型投資などが

「日本は脅威である」という論の証拠として米国メディアや評論家

の間でしばしば取り上げられた。日本異質論によって、米国は日本

を価値観および目的を共有していない「他者」と看做され、さらに

両国の経済摩擦によって他者から脅威へと認識されるに至った。  

五 脅威認識の二層構造の検証 

政策決定者の脅威認識及び米国国内社会の脅威認識はいかに影響

しあうのであろうか？米国内の対日イメージと政策決定者の脅威認

識の相互関係（correlation）について、ここで少し整理したい。表 2

で示すように、政策決定者の脅威認識には二つの要素があり、すな

わち政策決定者の国際環境に対する認識、及び日本を脅威とする認
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識（基準は「瓶の蓋」論がある及び防衛力強化を支持しない）であ

る。脅威認識の相違からもたらした日米間の同盟関係に対する態度

の変容も考察する。それに加えて米国国内社会の対日観に国内社会

が認識した脅威とは何かも含めて考察する。  

 

表 2 米国政策決定者の脅威認識と国内社会の対日観の対照表  

 政策決定者の脅威認識 社会の対日観 
第 1 期：

1945 年～

1952 年 

第二次大戦後から冷戦へ 
「瓶の蓋」論：ある 
対等でない両国関係 

占領期の全面改革により、敵の

イメージから西方制度を学ぶ生

徒へ 
脅威：世界の共産化 

第 2 期：

1952 年～

60 年代 

米ソ超大国の動揺 
日本の中立化・共産化を危

惧するより対等的両国関係 

近代化・現代化のモデル 
脅威：世界の共産化 

第 3 期：

70 年代 
デタントの時代 
「瓶の蓋」論：ある 
同盟より対中ソ戦略を重視 

割れる意見：経済成長のモデル

VS 日本異質論 
脅威：ベトナム戦争により米国

の経済的・理念的優位を失う 
第 4 期：

70 年代後

半～80 年

代 

新冷戦の時代 
防衛力強化を支持する 
価値観共有の同盟関係を明

言 

悪化する関係：日本異質論、経

済摩擦、ただ乗り論 
脅威：米国の経済的・理念的優

位を失う 
第 5 期：

1989 年～

1996 年 

冷戦終結 
割れる意見：「瓶の蓋」論

VS 防衛力強化 
1996 年日米同盟再定義によ

る価値観共有の同盟関係を

さらに強調 

悪化する関係：経済摩擦、日本

脅威論 
だが、日本の経済後退により対

日観を肯定的に 
脅威：米国の経済的・理念的優

位を失う 

（筆者作成） 

 

１ 第 1 期（1945 年~1952 年）  

戦後、日米両国間はまだお互いに敵としてみなしていたことは明

白である。米国による日本での改革政策は日本を非軍事化、そして

米国と同じ価値観や政治制度を持つ日本を改めて作り上げたいとい
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うものである。これは米国自身の民主国アイデンティティである。

つまり政策決定者は、日本が二度と脅威とならないようにするため

に、共通アイデンティティを持つ国に変えなければならないとした

のである。対照的に当時の米国のマスコミ報道では、日本は熱心に

民主制度を習うよい生徒と述べるものが多かった。国内社会の対日

観は、敵から生徒へと転換していったのである。  

 また、占領期後期に朝鮮戦争によって対日政策も転向した。日本

の非軍事化より非共産主義化に専念した。冷戦初期の米国は、ソ連

と共産主義陣営が最大の脅威であると判断したため、共産主義国で

なければ民主国ではなくても同盟を組むことも可能とした。これは

アメリカの対日安全保障政策に反映している。旧日米安保条約によ

って日本での基地が保証され、米国は不本意ながら日本と対等では

ない軍事同盟を組んだ。米国の目的は東アジアの軍事的プロセスを

維持するだけでなく、日本が二度と脅威にならないように制約する。

これは国内社会における赤狩りといわれる反共産主義ブームと関連

する。共産主義を邪悪として認識する恐怖感は政策決定者にも感じ

させ、外交政策にも影響した。  

 

２ 第 2 期（1952 年～60 年代）  

 1948 年後から独立初期まで、米国はしばしば日本に再軍備を要求

した。これは 80 年代に日本に防衛力強化を要求したものとは意味が

違う。つまり、米国の負担にならないように、自国を防衛する基本

的防衛力を整備することを要求したのである。1955 年の米国対日方

針に見えるように、「日本の国力が強くなっても、日米間の相互性が

発展できない場合、日本に対する基本的な米国利益を再評価しなけ
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ればならない。米国にとって強い日本はリスクがあるが、弱い日本

よりは望ましい84」。しかしながら、米国による再軍備の要求も 50 年

代後半から 60 年代に沈静化した。当時国際環境における冷戦対峙の

中、米ソ超大国ともに東西陣営のメンバーから挑戦されることとな

る。ソ連は中国との路線論争やプラハの春に直面した。独立した日

本は対米依存路線から中立志向を見せる対中ソ政策に米国は不安を

感じる。米国は日本国内の反米情勢も察知し、日本の中立化・共産

化を危惧するため、保守政権に過大な圧力をかけないように自粛し

た。対日外交政策の中心も日本が共産化しないように注意を払った。

だから、60 年安保改正の反米デモを見てケネディ大統領は対日協調

路線へ転換し、対等的な両国間関係を築くようになった。  

 対照的に当時の国内社会では日本を成功した現代化モデルとして、

研究が盛んになった。他の発展途上国も日本を習うべきと提議した。

それらの研究には日本は欧米の制度を習い、民主主義や資本主義を

採択し、そして経済を回復した、すなわち日本は途上国の現代化モ

デルというイメージを作り上げた。  

 

３ 第 3 期（70 年代）  

 ソ連は相変わらず最大の脅威とはいえ、米国は軍事的圧力を減じ

るため、ニクソン政権は対中ソ緊張緩和政策（デタント）を採択し

た。ニクソン・ドクトリンとニクソン・ショックは、同盟より対中

ソ戦略を重視していることを反映している。しかし実際、当時の米

国の戦略には在日米軍により日本の軍国大国化を封印する目的もあ

                                                 
84 英語の原文は「At present, however, it appears that a strong Japan is a better risk than a 

weak Japan」である。Department of State, United States of America, Office of the Historian, 

“Policy Toward Japan (NSC5516/1)” (Washington: April 9, 1955), https://history.state.gov/ 

historicaldocuments/frus1955-57v23p1/d28. 
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った。  

 ニクソン大統領の戦略転換の背景にはベトナム戦争の泥沼化によ

り、財政赤字に苦しむ米国は国際社会では軍事的・経済的優位を失

い、国内社会では反戦や市民権の抗争で政府の威信が失われつつあ

った。国内社会は共産主義の脅威に無関心になり、むしろ他国への

軍事干渉で自国の経済を悪化させる対外軍事政策に嫌悪感が溢れて

いた。また、理念的側面でも米国が支持する政権が必ずしも民主政

権ではなかった。すなわち、国内社会の脅威認識に変化があったの

である。共産主義の脅威より自分の生活に直接関連する自国の経済

力や、アメリカ人としてのアイデンティティを象徴する、民主や人

権という理念面に注目した。ベトナム戦争の参戦という愚かな政策

のせいで、米国は経済的優位も理念も失ったと政府を批判した。こ

れが外交政策にも反映した。ニクソン大統領の対中和解政策は国内

では秘密外交であったためショックではあったが、政策自体は予想

に反しそれほど反対されなかった。  

 他方、日本は経済大国として成長している。日本の国内総生産

（GDP）成長率は 1960 年代には平均 10.5%で、GDP は 1960 年に約

16 兆円であったが 1970 年には約 73 兆円に成長した85｡米国では世界

を防衛する責務は全部米国で負担するが、同盟国は自国の経済発展

にしか関心がないという批判が出はじめる。また、1965 年に日米間

の貿易収支が逆転、それ以降米国の対日貿易は常に赤字になるなど、

日米貿易摩擦はしばしば日米関係の問題になった。  

 国内社会では経済面において日本異質論の研究がブームになり、

安全政策面で安保ただのり論を提起、日本批判（Japan Bashing）が

始まった。日本異質論は、日本は現代化モデルというイメージを崩

                                                 
85 『年次経済財政報告平成 17 年度』内閣府、2005 年、409 ページ。 
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壊させた。日本の経済成長は欧米制度を習うより日本政府の統制的

な経済戦略で成功したと主張。またその経済戦略によって、米国の

優位を奪うことも可能であることを危惧した。これは日本が米国と

共通アイデンティティがある国というイメージにダメージを与え、

日本は経済的に米国にとって脅威である可能性があることを意味し

た。  

 

４ 第 4 期（70 年代後半から 80 年代）  

 カーター政権後期とレーガン政権期に日本へ防衛力強化を要求す

るようになり、日本への同盟国としての認識も強くなった。その背

景には 70 年代後半から登場した新冷戦であり、ソ連からの脅威は再

び強くなった。当時、米国の政策決定者の日本に対する認識は貢献

が足りない同盟国である。カーター政権後期とレーガン政権初期に

は、日本の国際社会に貢献する意識の薄さに不満があった。それに

対し、防衛力強化の意向がある中曽根政権は米国の要求に応じて防

衛力を強化した。  

 ところが、1985 年にゴルバチョフがソ連の共産党書記長になり、

政治改革と対米関係改善を遂行し、1987 年 12 月に中距離核戦力全廃

条約（INF 全廃条約）を締結し、米ソ間関係と冷戦情勢は大幅に緩

和された。また、前述のように 1980 年代は日米経済摩擦がますます

激しくなり、80 年代後半から 90 年代初期までは国内社会の反日感情

が一番激しい時期であった。国内社会の反日感情はレーガン政権の

対日政策を制限した。つまり、一般的に政策決定者は経済上の脅威

より安全上の脅威を重視するが、80 年代中期に安全上の脅威は弱く

なり、日本の経済上の脅威を強烈に認識したため、経済摩擦問題を

解決するよう日本政府にプレシャーをかける政策をとらなければな

らなくなった。このような国内社会の対日観に対し、レーガン政権
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は日本に防衛力強化を要求。この対日政策に対し国内の支持を得る

ため、安保ただのり論を利用して日本にさらなる防衛責務を負担さ

せ、また他方で、日本は価値観が一致する同盟国であることをアピ

ールした。このように対日安全政策の転換を正当化したのである。  

 

５ 第 5 期（1989 年~1996 年）  

 冷戦後、日米同盟の必要性が問われた。まず、戦略的にソ連とい

う脅威も無くなり、冷戦論理に基づく日米同盟も必要がなくなった。

それに、国内社会の世論に強い対日不信感があふれ、日本脅威論が

盛んになった。日本は経済上の脅威だけでなく安全上の脅威になる

可能性があるという意見もみられた。実際に 1992 年大統領選挙で日

本を脅威をみなした意見や日本を批判する意見がしばしば提起され

た86。とりわけクリントン政権初期の対日政策主導者はほとんどが経

済の専門家で、対日事務においては外交や安全協力関係より経済摩

擦しか重視しない傾向が見える。すなわち 90 年代初期のブッシュ政

権およびクリントン政権初期には、米国内の対日イメージ悪化の影

響を受けて、経済面では日本に強硬な姿勢を示し、安全保障面より

経済面を重視する態度を取り、日米同盟を漂流させた。  

 しかし、1996 年の日米同盟再定義によって、日米同盟は存続する

だけでなく強化する方向性に向かった。冷戦後、1993-1994 年の北朝

鮮の第一次核危機や、1995 年と 1996 年の台湾海峡における中国のミ

サイル訓練など、地域性の潜在的な脅威を見て、クリントン政権の

政策決定者は内政や経済重視から外交や安全議題に関心を寄せた。

すなわち、北朝鮮や中国は新しい安全上の脅威という日米両国の脅

威の認識がなければ、政策の転換には至らなかったと考えられる。

                                                 
86 Narrelle Morris, “Destructive Discourse: ‘Japan-bashing,’” p. 193. 
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とりわけ、ここも政策決定者の対日認識の重要性を示した。日米同

盟再定義を促成したナイやヴォーゲルは、日本の経済大国化や日本

自身は米国の脅威と認識したことがなかった。1996 年の日米同盟の

再定義は、ナイやヴォーゲルといった知日派が米国内社会の対日脅

威認識に抵抗した結果と言えよう。しかし、この政策を実行する時

に工夫を必要とした。日本脅威論を解消するため、日米両国は価値

観一致の同盟国であることを共同声明で強くアピールしなければな

らなかった。また 1996 年というタイミングも絶妙であった。ちょう

ど米国経済は回復して再び経済的優位を獲得しており、経済面で他

の経済大国を脅威と感じることが少なくなるとともに、日本経済は

バブルの後低迷し、脅威とみなす原因がなくなった。  

 この観点から見ると、90 年代中期の「ナイ・イニシアチブ」は、

なぜ日米同盟を再定義できたのだろうか。それは、「ナイ・イニシア

チブ」が第二層（国内社会の対日観）において日本の価値観を共に

する同盟国としてのイメージを構築すると同時に、第一層（パワー

に基づく脅威認識）において東アジアでの新たな脅威として北朝鮮

や中国を名指しし、日米同盟の戦略的重要性を改めて確認したため

である。  

 戦後から 96 年の再定義を振り返ってみると、日米両国はいつ兄弟

愛のある同盟になったのか？旧日米安保条約に日米両国は対称的で

はなかった。日本独立後、鳩山政権は対米依存路線から離れて自立

路線を打診してみた。米国は鳩山政権の自立路線や安保改正紛争の

日本国内の反米世論を見て、また日本の中立化や共産化を危惧し、

ケネディ政權において初めて対等性のあるパートナシップを築く政

策を採択した。70 年代のニクソン政権時代には同盟国に通告するこ

となく戦略転換をはかり、日本に不安感や不信感をもたらした。フ

ォード政権は日米関係の修復に努力し、日本も米国との防衛協力に
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積極的になった。1975 年に両国は日米防衛協力の方針としてガイド

ラインの策定に合意した。ところが 70 年後半に新冷戦がはじまり、

米国は日本の防衛力強化を要求、同盟という言葉を使うようになっ

た。大平首相は 1979 年の訪米時に米国を「同盟国」と表明したが、

共同声明という公式文書ではなかった87。共同声明で「同盟」を明言

した鈴木首相は日米同盟の軍事的意義を否定、これに対し米国は不

満を示した。結局、日米同盟が名実相伴う軍事同盟になったのはレ

ーガン政権と中曽根政権の時であった。しかし、80 年代中期から日

米間に経済摩擦の問題が激しくなり、冷戦後は経済摩擦による政治

的軋轢が発生した。日米同盟も漂流していたが、その後ようやく同

盟の重要性を確認し再定義によって強化された。このような日米同

盟の発展には「危機こそは転機である」という傾向が見える。すな

わち、同盟国は「見捨てられる」恐怖（abandonment） 88に直面し、

悪化した関係を積極的に修復するために一層同盟関係が強化される。

図 1「米国における対日世論調査」を参照しても同じ傾向が見える。 

 加えて、安全保障に関する公式言論（Discourse）にアイデンティ

ティ共有が強調されるようになったのも 80 年代以降のことである。

例えば、レーガン政権の公式文書や 1996 年の再定義宣言には、いず

れも日本が価値観を一致させる同盟国であることを強調する文言が

入っている。これは米国内の社会を説得させるため、パーセプショ  

                                                 
87 「ホワイト・ハウスにおける歓迎式の際の大平内閣総理大臣答辞（1979 年 5 月 2 

日）」、『データベース「世界と日本」東京大学東洋文化研究所 田中明彦研究室』、

http://www.ioc.u-tokyo.ac.jp/~worldjpn/documents/texts/JPUS/19790502.S1J.html。 
88 Snyder は同盟を結ぶときに二つのリスクは、同盟国に見捨てられる恐怖

（abandonment）と同盟国の戦争に巻き込まれる恐怖（entrapment）と指摘する。Glenn 

H. Snyder, “Alliance Theory: A Neorealist First Cut,” Journal of International Affairs, Vol. 

44, No. 1 (Spring 1990), pp. 103-123; Glenn H. Snyder, “The Security Dilemma in Alliance 

Politics,” World Politics, Vol. 36, No. 4 (July 1984), pp. 461-495. 
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図 1 米国における対日世論調査（1960 年～2014 年）  

 

（出典）『米国における対日世論調査』外務省（平成 26 年 11 月 7 日）、http://www.mofa. 

go.jp/mofaj/files/000061649.pdf。 

 

ンを改めて構築しているにほかならない。世論を説得する策とはい

え、実質的に日米両国は 1996 年の日米同盟再定義によって価値観を

共有することとなり、防衛協力もより緊密になった。米国は日本の

防衛力強化や防衛制限を撤廃することを支持し、日米間の防衛協力

や軍事科学技術の協力も強化した。この状況のなか、2001 年アメリ

カ同時多発テロ事件に小泉政権は米国と協力して全面反テロ戦争に

協力し、2011 年東日本大震災の際に米国は「オペレーション・トモ

ダチ」作戦を行い、災害救助・救援および復興支援をすることとな

る。  

 前述から、国内社会の対日観と政策決定者の相互関係が見える。

時に政策決定者も国内社会の脅威認識に流され認識を変化させ、時

に自分の政策を遂行するため世論や対日観を誘導する動きもある。  

 とりわけ、国内社会の対日観が悪化した 80 年代後半（第 4 期後半）

からと 1996 年（第 5 期）までの時期の政策は、世間の対日観に制約

された傾向が見える。ただし、この二つ時期の相違は主に、政策決

定者による安全脅威有無の判断にある。80 年代後半の場合、ソ連と

いう明確な安全脅威が存在すると認識し、世論は日本を経済脅威と



 

－172－ 

問題と研究 第 46 巻 1 号 

 

認識しても同盟関係を強化するため、日本に防衛力強化や責務の分

担を要求した。しかも、国内社会の日本異質論や安保ただ乗り論に

対し、日本は価値観が一致する同盟国と強調することで反論した。

一方、第 5 期は、冷戦後、明確な安全脅威が存在しないと認識し、

それに加えて国内社会は日本を経済的脅威と認識していたので、日

米同盟に対し全く触れることはなかった。  

 その意味で 1996 年の日米同盟再定義が達成したのは実際にいくつ

の要素があった。第 1 に、政策決定者は新しい安全脅威（例えば、

北朝鮮と中国）を認識した。第 2 に、政策決定者は経済議題重視か

ら外交と安全議題に目を向けた。つまり、日本は経済ライバルとい

う見方から同盟国という見方へシフトした。第 3 に、ナイやヴォー

ゲルが政策決定プロセスに参加し、日本脅威論の中で日米同盟の軍

事効果を再確認、その存続を主張した。第 4 に、日本のバブル経済

が崩壊したことにより 90 年代中期には米国の対日赤字も大幅に改善  

 

図 2 米国の貿易赤字に占める対日比率（1980 年～2008 年）  

 

（出典）『外交青書 2010』外務省、2010 年、http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bluebook/ 

2010/html/chapter2/chapter2_02_01.html。 
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した（図 2）。これにより国内社会が日本を経済脅威と認識する根拠

はなくなった。つまり政策決定者は新しい安全上の脅威を認識し、

日本は経済的脅威という認識から離れ、同盟国としての認識を確認、

さらに国内社会の反日感情も無くなったのである。  

六 結びに 

 本稿では脅威認識の二層構造として、1952 年から 1996 年までの米

国における安全保障政策決定者の脅威認識、および米国内における

対日イメージの変遷を考察した。   

まず、日米同盟の軌跡を回顧することで、脅威認識の二層構造の

考察を試みた。日米同盟は、日米双方の必要性から構築されたもの

とはいえ、初期の安保条約は片務的で単なる駐軍協定に過ぎなかっ

た。しかも戦後直後であるため日米間には信頼関係が全くなかった。

続く安保改定によって、日本が防衛協力の代わりに経済的援助を提

供する形で対等性を示すこととなった。日米関係もケネディ政権期

の修復努力により、相互信頼を築き上げようとした。だが、ニクソ

ン政権になると、米国は同盟国に通告なく対中・対ソ戦略をデタン

ト路線へ転換した。それに加えて政策執行における秘密主義的なス

タイルが日本や欧州の同盟諸国に不信感を与えた。続くフォード政

権では、現職大統領として初めて日本を訪問し、日本の防衛力制限

に容認的な態度を示すなど関係の修復を試みた。そして、カーター

政権期にはソ連の武力侵攻を批判し、米ソ間で新冷戦が始まった。

続くレーガン政権はソ連の攻勢に対応するため、日本に対し防衛力

の増強を要求。中曽根首相は日本の防衛力を整備することで要求に

応え、レーガン政権はこれを歓迎した。その後の冷戦構造の崩壊に

より、米国の対日政策は経済に大きく傾き、日米同盟が漂流する時

期があったものの、これはナイ・イニシアチブがもたらした再定義
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によって終わった。  

原彬久によれば、米国から見た日米同盟の戦略意義は、日本の中

立化・共産化を防ぐこと、対日武力侵略を阻止すること、日本の軍

事基地と兵站施設（特に横須賀及び佐世保の海軍基地）を使用でき

ること、および「極東」の紛争で作戦行動をとる場合、在日米軍基

地を使用できることである89。それに加えて、本稿で考察したように、

日本の軍事大国化を阻止することも含まれる。つまり、米国にとっ

て日米同盟の戦略意義は、多面的かつ重大であった。にもかかわら

ず、一時期は解消されてもいいという漂流状態にあったことを鑑み

ると、対日イメージやパーセプションを解釈する必要があると考え

る。  

第 3 節で述べたように、米国における対日イメージは複雑であり、

毀誉褒貶のイメージが同時に存在していても不思議ではない。総体

的に、1950 年代から 1970 年代までの対日イメージは概ね肯定的であ

った。しかし、1980 年代になると、日本の経済大国化および経済摩

擦により、そうした肯定的なイメージは悪化し、日本は米国の競争

相手であるとみなされていった。当時、米国の対日安全保障政策に

大きな影響はなかったものの、冷戦の終結によって日米安保体制の

必要性は薄れ、悪化する対日イメージは安保解消論や日本脅威論に

発展していった。  

第 4 節では国内社会の対日観や脅威認識と政策決定者の脅威認識

の相互関係を考察した。政策決定者が国内社会の脅威認識や対日観

に影響され、あるいは制限されることがいくつの時期に見える。ま

た、政策転換のときにしばしば国内社会の世論を誘導する動きが見

える。特に民主国では、世論が政策を激しく反対するとき、政府に

                                                 
89 原彬久、前掲論文「序説 日米安保体制－持続と変容」、4~5 ページ。 
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とって政策実行の障害になるばかりか中止という最悪の結果もあり

得る。そのため、国内社会の対日観や脅威に対する認識変化は政策

決定者にとって考慮しなければならないものである。  

最後に、今後の課題について触れておきたい。本稿はあくまでも

全体像を考察するもので、各要素の因果関係を検証するものではな

い。つまり政策決定者の脅威認識と国内社会の対他国イメージにお

ける因果関係（causal relations）の検証を目的としていなかった。こ

れらを検証するため、各時期の特定案例を詳しく研究する必要があ

る。80 年代から 90 年までは、米国内社会における対日イメージが最

も悪化した時期であり、レーガン政権、ブッシュ政権、クリントン

政権の安全保障政策にそれぞれどのように対日イメージが影響して

いたのかを検証したい。また、対日イメージに影響を及ぼしたその

他の要因も含めて研究課題とし改めて論じたい。  

（寄稿：2015 年 5 月 14 日、採用：2017 年 3 月 17 日）  
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從美方觀點看到的美日安保體制 

―「威脅認知雙層構造」― 
 

 

楊 雯 婷 

（輔仁大學日本研究中心研究員） 

 

 

【摘要】 

本文提出「威脅認知雙層構造」的分析架構，從相對權力（Relative 

Power）及共同認同（Shared Identity）的兩個理論途徑，來檢視威脅

認知（Threat Perception）這個概念。本文對照了 1952 年美日安保條約

簽定到 1996 年美日同盟再定義為止，美國的對日安全政策和對日觀，

以「威脅認知雙層構造」分析架構來檢視兩者。本文由四部分組成。

第一節介紹「威脅認知雙層構造」分析架構。第二節分三個時期，即

美日同盟成立、冷戰期（其中再分為三期）、後冷戰期，來檢視美國對

日安全政策，並考察各時期美國決策者對於國際環境及對日本的威脅

認知。第三節分五個時期回顧美國的對日觀，並考察各時期的美國社

會共同認同的有無。第四節以「威脅認知雙層構造」分析架構來考察，

美國國內社會的對日觀與決策者的對日威脅認知的相關性。  

關鍵字：美日同盟、美國的日本觀、威脅認知、「瓶蓋論」、美國對日

政策  
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U.S. Perceptions of Japan and the 
U.S.–Japan Alliance: A Two-Level Threat 

Perception Approach 
 

 

Wen-Ting Yang 
Researcher of Center for Japan Studies, Fu Jen Catholic University 

 

【Abstract】 

The purpose of this paper is to explore the concept of threat perception 

through two theoretical approaches: relative power and shared identity. Using 

the analytical framework of “two-level threat perception,” this paper 

contrasts U.S. decision makers’ security policy toward Japan with American 

public perceptions of Japan from the signing of the U.S.-Japan Security 

Treaty in 1952 to the re-definition of the U.S.-Japan Alliance in 1996. This 

paper is divided into four parts. First, it briefly introduces the analytical 

framework of “two-level threat perception.” The second part examines U.S. 

security policies toward Japan and investigates how U.S. decision makers 

have perceived the international environment and their threat perceptions of 

Japan across different periods. The third part reviews the American public 

perceptions of Japan and observes whether the American public and 

intellectuals have considered the U.S. and Japan as having a shared identity. 

Applying the analytical framework of “two-level threat perception,” the 

fourth section explores the correlation between decision makers’ threat 

perception and the perceptions of Japan in mainstream American society. 

Keywords: U.S.-Japan Alliance, U.S. Perceptions of Japan, Threat 

Perception, “Cork in the bottle” Argument, U.S. JapanPolicy 
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